
平成 14年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 14年 4月 12日

上   場   会   社   名       京都きもの友禅株式会社 上場取引所 東

コード番号       7615 本社所在都道府県

（ＵＲＬ　http://www.kyotokimonoyuzen.co.jp　） 東京都

問合せ先　責任者役職名 常務取締役管理本部長兼経理部長

　　　　　氏　　　　名 園川　勝美 TEL (03) 3639 - 9191

決算取締役会開催日　　平成 14年 4月 12日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 14年 6月 14日 単元株制度採用の有無　無

１. 14年  3月期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）

(1)経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 13,814 12.6 2,385 24.7 2,369 25.8

13年  3月期 12,264 13.5 1,912 19.4 1,883 23.0

  
１ 株 当 た り

当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 1,297 49.4 14,301.99 - 20.1 26.1 17.2

13年  3月期 868 2.7 14,352.97 - 14.9 21.1 15.4

(注)①期中平均株式数 14年3月期        90,753 株　　　13年3月期        60,510 株 

　　　　13年3月期におきましては、平成12年5月22日付をもって額面普通株式1株を1.5株に分割し、20,170株増加しておりますが、

　　　　期首に分割したものとして算出しております。

　　　　14年3月期におきましては、平成13年11月20日付をもって額面普通株式1株を1.5株に分割し、30,255株増加しておりますが、

　　　　期首に分割したものとして算出しております。

     ②会計処理の方法の変更　　　無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

配当金総額 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率

円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

14年  3月期 7,000.00 2,000.00 5,000.00 574 44.3 8.4

13年  3月期 6,500.00 0.00 6,500.00 393 45.3 6.5

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 9,286 6,841 73.7 75,406.58

13年  3月期 8,856 6,097 68.8 100,771.66

(注)①期末発行済株式数　14年3月期          90,730 株　    13年3月期         　60,510 株

  　 ②期末自己株式数 　　14年3月期               35 株　    13年3月期 　           -     株

２. 15年  3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）

中間 期末

百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 6,242 691 387 2,000.00 － －

通　　期 15,500 2,910 1,630 － 5,000.00 7,000.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   17,958 円 46 銭 

※業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、予想につきましては様々な不確定要素が内在しております

　　ので、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項は、添付資料の５ページを参照してください。

１株当たり株主資本

売上高 経常利益 当期純利益
　　　　１株当たり年間配当金

１株当たり年間配当金
配当性向

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

当 期 純 利 益

－ 23 －
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財 務 諸 表 等

（単位：千円）① 貸 借 対 照 表

期 別 前 期 当 期
増 減

(平成13年 3 月31日現在) (平成14年 3 月31日現在)
科 目

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額

％ ％

（資 産 の 部）

Ⅰ 流 動 資 産

1. 現 金 及 び 預 金 368,582 585,000 216,417

2. 売 掛 金 62,843 49,854 △12,989

3. 有 価 証 券 1,744,590 2,085,155 340,564

4. 商 品 1,508,916 1,585,921 77,005

5. 貯 蔵 品 5,617 4,696 △ 921

6. 前 払 費 用 103,498 108,312 4,813

7. 繰 延 税 金 資 産 61,631 89,302 27,671

8. そ の 他 *2 6,173 7,184 1,011

流 動 資 産 合 計 3,861,854 43.6 4,515,427 48.6 653,572

Ⅱ 固 定 資 産

1. 有 形 固 定 資 産

(1) 建 物 *1 1,333,911 1,382,025

減価償却累計額 624,502 709,409 696,021 686,004 △ 23,405

(2) 車 両 運 搬 具 931 931

減価償却累計額 861 69 884 46 △ 22

(3) 工具器具及び備品 318,749 369,261

減価償却累計額 207,427 111,322 263,191 106,069 △ 5,252

(4) 土 地 *1 2,398,744 2,398,744 －

有形固定資産合計 3,219,544 36.4 3,190,864 34.4 △ 28,680

2. 無 形 固 定 資 産

(1) 電 話 加 入 権 9,246 9,533 287

(2) ソ フ ト ウ ェ ア 9,017 8,350 △ 666

無形固定資産合計 18,263 0.2 17,884 0.2 △ 378

3. 投資その他の資産

(1) 投 資 有 価 証 券 358,179 222,055 △136,123

(2) 関 係 会 社 株 式 186,640 214,540 27,900

(3) 出 資 金 98,280 91,868 △ 6,411

(4) 長 期 前 払 費 用 1,841 959 △ 882

(5) 敷金及び保証金 747,094 729,628 △ 17,466

(6) 会 員 権 181,276 165,900 △ 15,376

(7) 繰 延 税 金 資 産 266,457 220,456 △ 46,000

貸 倒 引 当 金 △ 82,650 △ 82,650 －

投資その他の資産合計 1,757,119 19.8 1,562,758 16.8 △194,361

固 定 資 産 合 計 4,994,928 56.4 4,771,507 51.4 △223,420

資 産 合 計 8,856,782 100.0 9,286,934 100.0 430,151
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（単位：千円）

期 別 前 期 当 期
増 減

(平成13年 3 月31日現在) (平成14年 3 月31日現在)
科 目

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額

％ ％

（負 債 の 部）

Ⅰ 流 動 負 債

1. 支 払 手 形 458,479 － △458,479

2. 買 掛 金 237,343 256,902 19,559
１ 年 内 返 済 予 定3. *1 100,000 100,000 －長 期 借 入 金

4. 未 払 金 382,816 406,508 23,692

5. 未 払 法 人 税 等 469,810 577,122 107,312

6. 未 払 消 費 税 等 57,661 95,739 38,078

7. 未 払 費 用 68,232 78,268 10,036

8. 前 受 金 512,774 523,054 10,279

9. 預 り 金 10,761 13,528 2,767

10. 賞 与 引 当 金 103,690 126,650 22,960

流 動 負 債 合 計 2,401,569 27.1 2,177,775 23.4 △223,794

Ⅱ 固 定 負 債

1. 長 期 借 入 金 *1 175,000 75,000 △100,000

2. 役員退職慰労引当金 182,520 192,520 10,000

固 定 負 債 合 計 357,520 4.0 267,520 2.9 △ 90,000

負 債 合 計 2,759,089 31.2 2,445,295 26.3 △313,794

（資 本 の 部）

Ⅰ 資 本 金 *3 1,100,500 12.4 1,100,500 11.8 －

Ⅱ 資 本 準 備 金 1,265,000 14.3 1,265,000 13.6 －

Ⅲ 利 益 準 備 金 275,125 3.1 275,125 3.0 －

Ⅳ その他の剰余金

1. 任 意 積 立 金

別 途 積 立 金 2,000,000 2,500,000 500,000

2. 当 期 未 処 分 利 益 1,539,186 1,788,816 249,630

その他の剰余金合計 3,539,186 40.0 4,288,816 46.2 749,630

Ⅴ △ 82,117 △0.9 △ 75,527 △0.8 6,590その他有価証券評価差額金

6,097,693 68.8 6,853,914 73.8 756,220

Ⅴ 自 己 株 式 － － △ 12,274 △0.1 △ 12,274

資 本 合 計 6,097,693 68.8 6,841,639 73.7 743,945

負 債 ・ 資 本 合 計 8,856,782 100.0 9,286,934 100.0 430,151
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② 損 益 計 算 書
（単位：千円）

期 別 前 期 当 期
自 平成12年 4 月 1 日 自 平成13年 4 月 1 日 増 減（ ） （ ）至 平成13年 3 月31日 至 平成14年 3 月31日

科 目
金 額 金 額 金 額百分比 百分比

％ ％

Ⅰ 売 上 高 12,264,980 100.0 13,814,224 100.0 1,549,244

Ⅱ 売 上 原 価

1. 期首商品たな卸高 1,406,290 1,508,916

2. 当 期 商 品 仕 入 高 4,239,239 4,489,878

3. 当 期 仕 立 加 工 高 *1 1,009,556 1,167,219

合 計 6,655,085 7,166,013

4. 期末商品たな卸高 1,508,916 5,146,169 42.0 1,585,921 5,580,092 40.4 433,922

売 上 総 利 益 7,118,810 58.0 8,234,132 59.6 1,115,321

Ⅲ 販売費及び一般管理費 *2 5,205,888 42.4 5,848,706 42.3 642,817

営 業 利 益 1,912,921 15.6 2,385,425 17.3 472,503

Ⅳ 営 業 外 収 益

1. 受 取 利 息 159 89

2. 有 価 証 券 利 息 8,582 1,687

3. 受 取 配 当 金 1,853 856

4. 受取事務代行手数料 *3 22,302 23,090

5. 催 事 協 賛 金 1,303 2,562

6. 雑 収 入 2,432 36,634 0.3 4,282 32,567 0.2 △ 4,066

Ⅴ 営 業 外 費 用

1. 支 払 利 息 15,201 10,325

2. 有 価 証 券 売 却 損 20,094 19,158

3. 株 式 上 場 費 用 20,027 7,056

4. 新 株 発 行 費 用 2,004 3,466

5. 投資事業組合損失 2,145 8,327

6. 雑 損 失 6,716 66,189 0.5 368 48,702 0.3 △ 17,486

経 常 利 益 1,883,366 15.4 2,369,290 17.2 485,924

Ⅵ 特 別 損 失

1. 投資有価証券評価損 *4 212,669 62,856

2. 会 員 権 評 価 損 *5 15,000 15,376

3. 貸倒引当金繰入損 *6 82,650 －

4. 賃借店舗等解約損 *7 4,241 －

5. 固 定 資 産 除 却 損 *8 15,269 329,831 2.7 － 78,233 0.6 △251,598

1,553,535 12.7 2,291,057 16.6 737,522税 引 前 当 期 純 利 益

815,628 979,552法人税､住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額 △ 130,590 685,037 5.6 13,557 993,109 7.2 308,072

当 期 純 利 益 868,497 7.1 1,297,948 9.4 429,450

前 期 繰 越 利 益 670,688 611,882 △ 58,805

中 間 配 当 額 － 121,014 121,014

当 期 未 処 分 利 益 1,539,186 1,788,816 249,630
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③ 利 益 処 分 案
（単位：千円）

期 別 前 期 当 期

科 目 金 額 金 額 金 額

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益 1,539,186 1,788,816 249,630

Ⅱ 利 益 処 分 額

1. 配 当 金 393,303 453,653

2. 役 員 賞 与 34,000 36,000

（う ち 監 査 役 分） ( 1,000) ( 1,000)

3. 任 意 積 立 金

別 途 積 立 金 500,000 927,303 500,000 989,653 62,350

Ⅲ 次 期 繰 越 利 益 611,882 799,162 187,280

（注）1．平成13年12月10日に121,014千円（１株につき2,000円）の中間配当を実施いたしました。

2．配当金は、自己株式を除いて計算しております。
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重 要 な 会 計 方 針

期 別 前 期 当 期
自 平成12年 4 月 1 日 自 平成13年 4 月 1 日（ ） （ ）項 目 至 平成13年 3 月31日 至 平成14年 3 月31日

1. 資産の評価基準及び評価 (1) 有価証券 (1) 有価証券

方法 子会社株式 同 左

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

決算末日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2) たな卸資産 (2) たな卸資産

商 品 商 品

個別法による原価法（但し、一部 同 左

の裏地等については移動平均法に

よる原価法）

貯蔵品 貯蔵品

最終仕入原価法 同 左

2. 固定資産の減価償却の方 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産

法 定率法 同 左

なお、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の

基準によっております。

(2) 少額減価償却資産 (2) 少額減価償却資産

取得価額が10万円以上20万円未満の資 同 左

産については、 3 年間均等償却

(3) 無形固定資産 (3) 無形固定資産

自社利用のソフトウエアについては、 同 左

社内における利用可能期間（5年）に

基づく定額法

3. 繰延資産の処理方法 新株発行費については、支出時に全額 同 左

費用として処理しております。

4. 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れに備えるため、一般債権 同 左

については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。
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期 別 前 期 当 期
自 平成12年 4 月 1 日 自 平成13年 4 月 1 日（ ） （ ）項 目 至 平成13年 3 月31日 至 平成14年 3 月31日

(2) 賞与引当金 (2) 賞与引当金

従業員賞与の支給に充てるため、支給 同 左

見込額に基づき計上しております。

(3) 退職給与引当金

当期において、退職金制度を廃止した

ため、退職給与引当金は全て打ち切り

支給に充当しております。

(4) 役員退職慰労引当金 (3) 役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支給に備えるため、 同 左

内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。

5. その他財務諸表作成のた 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理

めの基本となる重要な事 税抜方式によっております。 同 左

項

（追 加 情 報）

前 期 当 期
自 平成12年 4 月 1 日 自 平成13年 4 月 1 日（ ） （ ）至 平成13年 3 月31日 至 平成14年 3 月31日

（金融商品関係）

金融商品については、当期より金融商品に係る会計基準

（ 金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」(企「

業会計審議会 平成11年 1 月22日))を適用し、有価証券の

評価方法について変更しております。この結果、従来の方

法によった場合と比較して、経常利益は196,506千円、税

引前当期純利益は9,972千円増加しております。なお、期

首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、ＭＭＦは

流動資産として、それら以外のものは投資有価証券として

表示しております。これにより流動資産の有価証券は358,

179千円減少し、投資有価証券は同額増加しております。

（貸借対照表）

「 」 、前期まで流動資産に掲記しておりました 自己株式 は

財務諸表等規則の改正により当期より資本の末尾に控除方

式により表示しております。

なお、前期は流動資産の「その他」に含まれており、そ

の金額は、1,067千円であります。
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注 記 事 項

（貸 借 対 照 表 関 係）

前 期 当 期

（平成13年 3 月31日現在） (平成14年 3 月31日現在）

※ 1 担保に供している資産及びこれに対応する債務は次 ※ 1 担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。 のとおりであります。

担保に供している資産 担保に供している資産

建 物 453,206千円 建 物 427,374千円

土 地 2,364,360 土 地 2,364,360

計 2,817,566 計 2,791,734

上記に対応する債務 上記に対応する債務

100,000千円 100,000千円１年内返済予定長期借入金 １年内返済予定長期借入金

長 期 借 入 金 175,000 長 期 借 入 金 75,000

計 275,000 計 175,000

※ 2 流動資産の「その他」には、自己株式1,067千円が ※ 2

含まれております。

※ 3 授権株式数及び発行済株式総数 ※ 3 授権株式数及び発行済株式総数

授 権 株 式 数 242,040株 授 権 株 式 数 242,040株

発行済株式総数 60,510 発行済株式総数 90,765
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（損 益 計 算 書 関 係）

前 期 当 期
自 平成12年 4 月 1 日 自 平成13年 4 月 1 日（ ） （ ）至 平成13年 3 月31日 至 平成14年 3 月31日

※ 1 着物・帯等に対する仕立加工は全て外注をしており ※ 1 同 左

それにかかる外注費用であります。

※ 2 販売費及び一般管理費の内訳 ※ 2 販売費及び一般管理費の内訳

販売費に属する費用の割合は約87％であり、一般管 販売費に属する費用の割合は約88％であり、一般管

理費に属する費用の割合は約13％であります。 理費に属する費用の割合は約12％であります。

主要な費用及び金額は次のとおりであります。 主要な費用及び金額は次のとおりであります。

広 告 宣 伝 費 1,571,864 千円 広 告 宣 伝 費 1,697,057 千円

販 売 促 進 費 301,443 販 売 促 進 費 314,057

給 与 手 当 1,325,255 給 与 手 当 1,546,471

減 価 償 却 費 98,951 減 価 償 却 費 113,240

賃 借 料 623,854 賃 借 料 670,706

賞 与 引 当 金 繰 入 額 103,690 賞 与 引 当 金 繰 入 額 126,250

役員退職慰労引当金繰入額 9,220 役員退職慰労引当金繰入額 10,000

※ 3 関係会社㈱京都きもの友禅友の会の事務代行に係る ※ 3 関係会社㈱京都きもの友禅友の会及びシルエンス㈱

受取手数料であります。 の事務代行に係る受取手数料であります。

※ 4 投資有価証券評価損は、時価の著しく下落している ※ 4 同 左

有価証券の評価損であります。

※ 5 会員権評価損は、時価の著しく下落している会員権 ※ 5 同 左

の入会金相当額を評価減しております。

※ 6 貸倒引当金繰入損は、会員権の預託金に対するもの ※ 6

であります。

※ 7 店舗移転に伴う現状回復費用であります。 ※ 7

※ 8 建物（店舗等内部造作）及び工具器具備品（本社コ ※ 8

ンピュータ等）の除却に伴うものであります。

建 物 12,121 千円

工 具 器 具 備 品 3,147

（リ ー ス 取 引 関 係）

前 期 当 期
自 平成12年 4 月 1 日 自 平成13年 4 月 1 日（ ） （ ）至 平成13年 3 月31日 至 平成14年 3 月31日

該当事項はありません。 該当事項はありません。

（有 価 証 券 関 係）

前期及び当期において子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（ 税 効 果 会 計 関 係 ）

前 期 当 期

（平成13年 3 月31日現在） (平成14年 3 月31日現在）

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳 1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因の内訳

（単位：千円） （単位：千円）
繰延税金資産 繰延税金資産

未払事業税否認 41,323 未払事業税否認 50,842

賞与引当金損金算入限度超過額 19,086 賞与引当金損金算入限度超過額 34,331

役員退職慰労引当金否認 76,658 役員退職慰労引当金否認 80,858

貸倒引当金否認 34,713 貸倒引当金否認 34,713

会員権評価損 6,300 会員権評価損 12,758

有価証券評価損 89,321 有価証券評価損 37,434

有価証券評価差額 59,464 有価証券評価差額 54,692

その他 1,221 その他 4,128

合 計 328,088 合 計 309,758

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と 2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た重要な項目別の内訳 た重要な項目別の内訳

（単位：％） （単位：％）

法定実効税率 42.0 法定実効税率 42.0

（調 整） （調 整）

住民税均等割 1.8 住民税均等割 1.4

同族会社の留保金額に対する税額 0.5 その他 △ 0.1

その他 △ 0.2 税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.1

（１株当たり指標遡及修正値）

個別財務諸表の概要に記載されている１株当たり指標を平成14年 3 月期の数値を基準として、これまでに実施した

株式分割等に伴う希薄化を修正・調整した数値に表示しますと以下のとおりとなります。

平成 1 2年 3月期 平成 1 3年 3月期 平成 1 4年 3月期

中 間 期 末 中 間 期 末 中 間 期 末

１株当たり当期純利益 3,658円20銭 9,930円70銭 2,257円20銭 9,568円64銭 2,876円25銭 14,301円99銭

１ 株 当 た り 配 当 金 0円00銭 2,666円67銭 0円00銭 4,333円33銭 1,333円33銭 5,000円00銭

１株当たり株主資本 35,054円63銭 61,525円40銭 59,416円34銭 67,181円11銭 65,127円70銭 75,406円58銭

（注）1．平成13年 3 月期に株式分割を実施

効力発生日 平成12年 5 月22日に1：1.5の株式分割

2．平成14年 3 月期に株式分割を実施

効力発生日 平成13年11月20日に1：1.5の株式分割

（役 員 の 異 動）

該当事項はありません。


